























第１章 東洋大学における PPP の概念整理と CSV の関係 
























4 財務省が平成 28（2016）年 10 月 13 日に開催された、経済財政諮問会議における専門調査会の一つで
ある経済・財政一体改革推進委員会の社会保障ワーキング・グループ第 14 回会議資料に提出した資料に
よれば、社会保障給付費は 2012 年度の 109.5 兆円から 2025 年度には 148.9 兆円にまで増加する見込と















先駆的事例として知られる「我孫子市公共サービス民営化制度」（平成 18（2006）年 3 月
創設）7については、第一次募集（平成 18（2006）年 3 月）において 79 件の提案がなさ
れたが、第二次募集（同年 12 月）では提案件数は 6 件に激減した。（斎藤[2010-2]）この












                                                   
5 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位（死亡中位））



































本[2011]）東洋大学では、PFI や指定管理者制度といった PPP の「制度」によって分類す
るのではなく、①対象となる事業が公共サービスか民間サービスか、②その事業が行われ
る空間が公有か民有か、の 2 点により、PPP を「公共サービス型」「公共資産活用型」「規
制・誘導型」の３つの種類に分類している。（図表２） 



















































５  PPP と CSV の関係についての概念整理 
 第４節までの東洋大学における PPP の定義、類型、PPP のトライアングルについての
議論の蓄積を踏まえた、CSV と PPP の関係について概念整理を試みる。 
（１）PPP の定義と関係 
東洋大学の狭義・広義の定義（図表１）を踏まえると、CSV との関係にいても同様に、
官の関与の有無、及び、官の関与が有る場合における狭義の PPP、広義の PPP の別に整
理した。（図表６） 




狭義の PPP（B） 広義の PPP（C） 
・企業の CSV
は純粋民間事






















制・誘導型の３類型であった。CSV が PPP である場合（前掲図表６における B 及び C）
について、３類型のどの要素を併せ持つかを整理する。CSV は、それが提唱された経緯及
び定義（脚注 1 参照）から、CSV そのものが目的では成り得ず、本業で生み出される財・
サービスにおいて、市場における競争に勝つための「手段」であると考えることが可能で
ある 10。 
CSV が「手段」であるとするならば、CSV は、PPP の類型を決定づける「対象となる
事業」及び「その事業が行われる空間」において、事業は「民間サービス」、その事業が行
われる空間は「原則、民有地・民設建物」に該当するものと考えられる。すなわち、CSV














CSV と PPP の関係について、上記（１）の図表６で整理した３つの場合（A：官の関
与がない取組、B：官の関与が有る狭義の PPP の要件を満たす取組、C：官の関与が有る
が、狭義の PPP の要件は満たない広義の PPP に該当する取組）の別に、PPP のトライア





















B：官の関与が有り、狭義の PPP の要件を満たす取組の場合 
官の関与が有り、狭義の PPP の要件を満たす取組の場合には、狭義の PPP と同様に、
市場セクターから政府セクターに向かう矢印 B で表現することが可能である。 






C：官の関与が有るが、狭義の PPP の要件は満たさず広義の PPP には該当する取組の
場合 
官の関与が有るが、狭義の PPP の要件は満たさず、広義の PPP には該当する取組の場









































2015 年の「二子玉川ライズ」第 2 期グランドオープンにより、再開発事業を完成させた
経緯がある 14。 












































                                                   











A-1 に該当する 16。 















                                                   





















じることとなるため、PPP のトライアングル上の矢印は B から C に変わることとなる。































































































融機関（りそな銀行、近畿大阪銀行、大阪信用金庫）などと連携している。2015 年 9 月 8
日にコンビニ各社と提携したものが基となっており、そのノウハウを生かして金融機関に








                                                   
17 大阪市は 2017 年度に市民局におけるマルチパートナーシップ推進の一環として窓口を設置し、河内





























                                                   
18 筆者は、東洋大学 PPP 研究センターの設立母体である東洋大学経済学研究科公民連携専攻の大学院生































                                                   




















































































































                                                   
23 日経 BP 社が運営するウェブサイト「新・公民連携最前線 PPP まちづくり」における松井一郎知事イ
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